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一応の結語

第　節　間題の所在と分析視点

　本稿は，筑波研究学園都市に関連する交通問題について，経済学的視点から分析しよ

うとするものである 。

　周知のように，筑波研究学園都市は，茨城県南地域に位置する「つくぱ市」（昭和６２年

１１月３０日に市制施行）および茎崎町の域内にある高度科学技術の研究と教育を推進してい
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る区域である 。昭和４５年５月に「筑波研究学園都市建設法」が制定されたものの，実質

的な建設構想は昭和３６年９月に始まっ ている 。

　筑波研究学園都市の建設目的について，下河辺淳氏は次のように述べている
。

　　　 「昭和３６年に東京の過密対策の一環として東京に存在することを要しない政府機関の集団移乾

　が検討された。そして昭和３８年には学園都市構想が生まれ，昭和３９年に筑波研究学園都市建設の

　第一次案が策定された 。

　　東京に存在する国立大学と政府関係研究機関を筑波に集団移乾するものであ った。これは，一
　つは，東京の過密対策のためでもあ ったが，もう一つ重要な問題は如何にして，政府関係研究機

関の研究施設の老朽化
・１ 肝究環境の劣悪化・研究活動の硬直化を解決しうるかという難問にと１

　　くむためのものであ った」
。

　昭和４１年１２月には，最初の用地買収契約が締結したのをはじめ，４３年には国立防災科

学技術センター 実験棟の建設に着手している 。昭和４７年には「研究学園地区」に建設さ

れた公務員住宅への入居が始まり ，昭和４８年には筑波大学が開学している 。昭和６０年に

は国際科学技術博覧会が開催され，海外からの視察が相次ぐなど，筑波研究学園都市の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）名前は海外にまで知られるようにな った 。

　筑波研究学園都市は，「首都東京の東北約５０キ ロメートル，成田国際空港からは約４０
　　　　　　　　　３）
キロメートルの位置」にあるが，その建設計画の概要は，以下のようなものであ った 。

　　「１．筑波研究学園都市の地域

　　茨城県南部の筑波郡筑波町，大穂町，豊里町，矢田部町，そして新治郡桜村，稲敷郡茎崎町の

　６ケ町村，全域，約２８，５００ヘクタールであり ，このうち移転研究機関等を建設し ，及びこれらと

　一体として整備する区域を，「研究学園地区」 ，これ以外の区域を「周辺開発地区と」区分してい

　ます 。

　２．筑波研究学園都市の人口

　　研究，教育機関の職員と家族，大学生，及び関連の２次，３次産業の従業者の導入により ，研

　究学園地区に約１０万人の定着を予定し，研究学園都市全体では，既存人口を併せ，約２０万人を想

　定しています 。

　　昭和６２年１０月現在の人口は，研究学園地区に約４０，０００人 ，周辺開発地区が約１１４，０００人であり
，

　全体で１５４，０００人とな っています 。

　３．筑波研究学園地区の範囲

　　筑波研究学園地区は，南北１８キ ロメートル，東西６キ ロメートルにおよび，その面積は約
　２，７００ヘクタールで，この内，試験，研究，教育機関等の建設用地に約１ ，５００ヘクタール ，受託用

　地に約１，２００ヘクタールがあてられています
。

　４．筑波研究学園都市の地域構成

　　研究学園地区のほぽ中央に，中心市街地を設け，商業，業務施設のほか庄宅を配置しています
。
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　　そしてこの周辺部に試験機関，教育機関等を機能別，方向別に集団化して配置し，これらの試

　験，研究機関施設との関連において，公営住宅団地を適宜効率的に配置することにな っています 。

　　 また周辺開発地区については，主として近郊農業，及ぴ林業地帯として ，田園的環境を生かし
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
　なから，研究学園地区と併せて一体的な構成とな っています 。」

　こうした建設計画は，着 々と実施され，その建設結果は以下のようにな っている 。

　　 「４７に及ぶ国等の試験研究　教育機関が集中立地しており ，国の研究老の約４割（約６，５００人）

　が集まっている。これらの集積を背景に９０杜を越える民間の研究開発型企業の立地が進み，幅広

　い研究機能の集積が図られつつある。また，研究交流，共同研究の場を提供する施設や研究情報

　の拠点となる施設も ，研究交流セソター 筑波研究 コソソーシアム ，日本科学技術情報センター

　　　　　　　　　５）
　などが立地している 。」

　問題は，このような国家的計画の一環として建設された新しい都市（区域）が，交通

関係，つまり交通の需要と供給の関係からみて ，どのような新しい問題を抱えているの

か， それがどのように解決されようとしているかという点である 。

　一般に，ある地域の交通問題を検討する場合には，他地域と当該地域との交通関係 ，

および当該地域内部における交通関係という二つの側面から接近するのが普通である 。

筑波研究学園都市からみた他地域との関連としては，杜会的な関連が浪密である東凧都

と筑波間の交通をとりあげ，地域内交通という関連では学園都市内におけるハスを中心

に検討することにした。もとより ，前者においては，北東方向にあたる水戸市や北西方

向の宇都宮市あるいは西の古河市，さらに東南方向にあたる成田国際空港や鹿島工業地

帯との交通関係の分析が残されるが，これらの分析は別の機会に譲りたい 。

　とくにモータリゼ ーシヨソ化した新しい都市における交通体系との関連では，駐車場

の問題が登場してくる 。しかし，この問題については，寸分な考察をする時間的な余裕

がなか った。また，地域交通問題の一つを構成している交通機関経営や交通労働者の賃

金・ 労働条件等の実態分析についても ，都合により割愛した 。

　１）　［明日をみつめる国際頭脳都市」 ，筑波新都市開発（株） ，１９８５，表表紙裏 。

　２）【２１世紀への出発」 ，つくぱ市，昭和６３年１月３１日 ，２べ 一ジを参照 。

　３）　［筑波研究学園都市」 ，茨城県，発行年次不詳，２ぺ 一ジ 。

　４）「シヨッ ピソグセソター［クレオ’概要説明書」，１７～１８べ 一ジ 。

　５）［つくぱ市建設計画書’ ，つくぱ市及ぴ筑波町合併協議会，昭和６３年１月 ，４５べ 一ジ 。
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第二節　東示都と筑波研究学園都市との交通形態

　まず，東京都と筑波研究学園都市（以下では学園都市と略記する）との交通関係につい

てであるが，この関係は第一に，筑波学園都市の杜会的性格とも関連している 。すなわ

ち， 学園都市の建設過程を振り返 った時，東只都およぴその周辺地域に立地していた研

究・ 教育機関，具体的には東京教育大学をはじめ，多くの国立研究所が「場所的に」移

転してきたという状況にある 。つまり ，東京都における学術研究機関と教育機関が場所

的に移転する過程が，学園都市の建設過程であ ったと言 っても過言ではない。従 って ，

交通関係を考察する場合でも ，これらの研究機関や教育機関に従事している人 々の生活

実態をも念頭におく必要がある 。

　第二に，東京都以西から学園都市に行く場合には，東京都を経由しなければならない

という地理的な理由をも挙げておくべきであろう 。

　こうした意味から ，学園都市と他地域との交通関係を問題とする場合には，東京都と

の関係を中心に検討することが決定的に大きな意味をもっ ているのである 。

　以下では，路線バスと鉄道（東日本旅客鉄道）を基軸にした検討をしてみたい 。

　（ｉ）路線バス

　東京駅の八重洲 口より ，学園都市の中心部である「つくばセンター」までは，昭和６３

年５月現在，午前６時から午後１０時まで，一日３０往復の運行回数がある 。この路線は常

磐自動車道を走るもので，ＪＲパスと関東鉄道バスの両者によっ て１９８７年４月１日より

運行が開始されている 。料金は一人一回の乗車券が１，２００円であるが，回数券を利用し

た場合には１，ＯＯＯ円になる 。また所要時間は時刻表によれば上りが６０分，下りが８０分と

いうことにな っている 。しかし ，実際には交通渋滞のため大幅に遅れることもあり ，下

りは１００分，上りに至 っては１５０分ということもある 。乗車率は曜日や時問帯によっ て

　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
異なるが，平均すれぱほぽ８０％程度である 。

　この東京駅とｒつくばセンター」間のバス路線がもっ ている問題点は，時間帯によっ

て延着することが多いということである 。その原因は主として東京都内における交通渋

滞によるものである 。特に，目的地に到着する正確な時間が実際に走 ってみなけれぼ判

らないという問題，ある種の不安が付きまとうのは問題であろう 。

　また学園都市の性格に規定されて ，金曜日の午後や土曜日などは東京へ帰宅する乗客

（１１７）
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が多く ，また逆に月曜日の午前中は筑波へ出勤する客が多いという実態があり ，このこ

とが３０分毎の定期的な運行では，補助席を利用しても ，なお乗客の積み残しを生む結果

とた っている 。

　１）　［時刻表」 ，日本交通公杜，１９８８年５月号。なお，平均乗車率については，関東鉄道バスつく

　　　は営業所でのキキトリによる 。

　（ｉｉ）東日本旅客鉄道

　東京駅から学園都市に行く場合，東日本旅客鉄道を利用し，普通列車であれぱ荒川沖

駅で，また特急列車や急行列車では土浦駅で下車し，それより路線バスを利用して ，

「つくぱセンター」へ行く方法がとられている 。列車利用の場合は大量輸送機関である

ため，乗客の積み残しという状況は生まれない。以下，目本交通公杜の『時刻表』

（１９８８年５月号）に依りながら ，鉄道利用の場合の所要時間等を分析してみよう 。

　普通列車を利用して東凧駅からｒつくはセ：■ター」まで行く場合には，ほほ次のよう

になる 。まず東京駅での待ち時問は無視するとして，東京駅から上野駅までの平均所要

時間が約７分，午前７時から午後１１時までの間，上野駅で常磐線（普通列車）の待ち時

間は約１７分，上野駅から荒川沖までの平均所要時間が平均６７分である 。従 って ，東京駅

から荒川沖までの平均所要時間は９１分である 。なお，上野駅から荒川沖までの所要時間

については最短時間（５７分）と最長時間（７１分）との間には１４分の差があるということも

念頭においておかねはならないことである 。荒川沖駅でのハスの待ち時間は，時間市に

よっ て１５分から３０分までという間隔が不規則であり ，これを平均すると２３分程度となる

ので，その半分と仮定すれぱ１１分強ということになる。さらに荒川沖から「つくぱセン

ター」までのハス所要時間は平均２５分であるから，東京駅から「つくはセ：■ター」まで

の平均所要時間は１０２分となる 。なお，上野駅から荒川沖までの普通列車の運行回数は ，

始発の５時０６分から終発の２３時３７分まで，午前中２２本，午後３９本，合わせて６１本である 。

そのうち，１Ｏ時１６分発から１５時５０分発までの２３本は，三河島，南千住の二駅に停車する

ことにな っている 。

　次にＬ特急を利用した場合には次のようになる。上野駅から土浦駅までのＬ特急の運

行回数は，２０本で，平均所要時間は４６．５５分である 。もっとも ，「ひたち７号」とｒひ

たち９号」の所要時間は，それぞれ５４分と５５分とかなり遅い運行をしている 。土浦駅で

のバス待合時問は平均１５分であり ，その半分と仮定して７分である 。さらに土浦駅から

「つくはセ■ター」までの所要時間は平均２４分とな っている 。従 って ，東京駅からＬ特

（１１８）
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急を利用して ，「つくばセンター」まで行くのに要する平均時間は８４分となる 。もっと

も， この８４分の中には上野駅での待合時問を含ませていない。従 って ，この時間を１５分

程度として計算すると ，ほぽ１００分程度になるものと思われる 。

　最後に急行列車を利用する場合についてであるが，上野駅発の急行列車で土浦に停車

するのは，１１時３６分発の「奥久慈」だけである 。この列車は１２時５４分に土浦駅に到着す

るので，この区間内の所要時間は７８分となる 。ちなみに，５分遅れて上野駅を発車する

普通列車２４６３Ｍが土浦駅に到着する時刻と全く同一なのである 。従 って ，筑波へ行くの

に， この列車を利用することは殆ど有りえないということになる 。また，鈍行のような

列車に対して ，急行料金を徴収するのは「営業」という視点からでさえも不可解である
。

　以上，東日本旅客鉄道を利用して「つくばセノター」へ行く場合の所要時間を検討し

てきたが，普通列車および特急列車を利用する場合は，その所要時間はほぽ１００分程度

で， 東京駅と「つくぼセンター」を結ぶ路線バスと時間的に大きな差はないとい って良

いであろう 。

　しかしながら ，東日本旅客鉄道を利用する場合には次のような問題点がある 。その第

一は料金上の問題である 。定期券を利用する場合は別として，通常の普通列車の料金は
１，

０６０円であり ，これに荒川沖駅から「つくばセンター」までのパス料金，３４０円を加

算して１ ，４００円となる 。また特急列車を利用する場合は，特急料金，１ ，４００円を普通料

金に加算し ，さらに土浦駅から「つくぱセンター」までの料金，３８０円を加算して ，合

計２，８４０円となる 。こうな ってくると ，特急列車を利用するのは，特別の理由がある場

合に限定されると言えよう 。

　普通列車を利用する場合でも ，東京都内での乗り換えをはじめ，荒川沖駅での乗り換

えが問題となるであろう 。料金の点では，バス 料金の１ ，２００円と１ ，４００円とでは一回限

りの利用である限り ，そんなに大きな差異があるとは言えない。しかしながら ，通勤や

通学という問題になると ，回数券の利用や定期料金の関係で，簡単には判断できない 。

　帥　タクシーの利用

　特別の理由がある場合，タクシー を利用することも考えられる 。この場合，計算を簡

単にするために，東京と筑波間の距離を７０キ ロメートルと設定することにしよう 。なお ，

東京２３区から筑波に行く場合と ，筑波から東京２３区へ行く場合とでは料金が異なること

に注意しなければならない。東京２３区および，常野地区（栃木 ・茨城）におけるタクシ

ー料金は次の表のようにな っている 。

（１１９）
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第１表　東京２３区および常野地区（栃木 ・茨城）のタクシー 料金表

初　　　　　　　中型タクシー　　　　　　　　　　　　小型タクシー
乗
ｋｍ　初乗（円）　加算（円）　加算（円）　初乗（円）　加算（円）　加算（円）

東京２３区

常野地区

４７０

４７０

３７０

４１５

８０

８０

４５０

４５０

３９５

４４０

８０

８０

『時刻表」 ，日本交通公杜，１９８８年３月 ．特別付録による 。

　上記の表に基づいて，東京から筑波までの道路距離７０キ ロメートルを中型タクシー で

利用した場合，その料金は１５，２７０円 ，小型タクシー の場合は１４，２９０円となる 。また逆の

方向，すなわち筑波から東京までは，中型タクシー で１３，５９０円 ，小型タクシー で１２，８５０

円という料金になる。これらの料金は，距離制だけのものであり ，これと時間制とを併

合した料金体系では，この料金よりもさらに高くなる。どの程度高くなるかについては ，

交通渋滞の状況によっ て異なるので，上記料金よりも２割から３割増しの出費を覚悟す

る必要があろう 。

　さらにタクシー を利用する場合には，首都圏高速道路および常磐高速道路という有料

道路の料金を利用者が支払わなけれぱならない。昭和６３年５月段階における有料道路料

金は，前者か６００円，後者か１，ＯＯＯ円であるから ，タク！一 を利用する場合は，併せて

１， ６００円を追加して支払わなければならない。こうなると ，東京から筑波までタクシー

を利用する場合は２万円前後の料金とたる 。

　タクシー を利用する場合は，「四人乗れぱ安くなる」という利便もあるが，少なくと

も一人あたり４千円の出費は免れないであろう 。いずれにせよ ，パス 料金や鉄道料金に

比して相当の割高になるので，タクシー を利用するのは特別の理由がある場合に限定さ

れるであろう 。

　また所要時間についてみれぱ，タクシー を利用した場合には直通バスよりも早いこと

は確かであるが，この場合も交通渋滞との関連があるので，５０～６０分程度の時間はみこ

まなけれぱならないであろう 。

　肘　自家用車の利用

　バスや鉄道を利用するか，それとも自家用車を利用するかは個人の自由であるが，東

京都内に住居を構えている人にとっ ては，自家用車を利用する方が時間的な束縛から解

放されるので，好都合であろう 。また学園都市の都市機能状況から判断しても ，自家用

車を持っている住民は相当数に達しているので，東京での駐車場問題を別とすれぱ，こ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１２０）
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れまた自家用車を利用することも可能である 。しかし，自家用車を利用する場合にも ，

タクシーと同様に有料道路の料金（１，６００円）を支払わねばならず，現実には通勤や通学

に自家用車を利用することは少ない。もっとも ，家族で利用するなどの場合は別問題で

ある 。なお，所要時間は高速道路を利用するタクシーの場合と大きく異なることはない 。

　高速道路を利用しない場合も考えられるが，この場合には高速道路を利用する場合の

２倍近くの時間がかかるので，通常的に利用することは不可能に近い状況にある 。

　問題点としては，やはり高速道路の料金問題が第一であり ，第二に，自家用車を利用

することによっ て， 交通渋滞などによる精神的な疲労が，筑波における ，あるいは東京

における業務に差支えをもたらしはしないかということである 。

第三節　筑波研究学園都市域における交通手段と交通形態

　ある特定地域内部における交通関係は，地域内部における生産 ・流通とい った経済的

な諸活動を中心にして展開され，さらには職場（工場，事務所など），学校，市場などを

はじめシ 医療，杜会教育，衛生などの杜会生活にも規定された態様をもっ ている 。特に ，

開発地域においては，交通体系の新設が新しい地域環境を資本主義的に創設していくた

めの大きな促進条件とな っている場合が多い。また，資本主義的な交通様式は，地域内

部における交通需要に規定されるという側面もある 。これは交通経営体が収益をあげる

ということを大前提として ，現実の交通関係が成立しているからである 。

　しかも ，地域的な交通需要は，地域の交通条件がどのようにな っているかによっ ても

規定されるし ，その交通条件は地域における公共的な諸施設の配置に規定された都市機

能や地域庄民の生活に密着した杜会的機能（庄宅や市場などの配置）によっ ても大きく異

なる 。このことは，特に個別的な交通手段である自家用車や自乾車などに対する地域住

民の所有状況に関連してくるのである 。こうした個別的交通手段の地域的な所有状況が ，

逆に，公共的性格をもつ大量交通手段の利用状況と ，この杜会的交通手段を所有する経

営体の収益率に大きな影響を与えることになるのである 。

　地域におけるこうした交通関係を念頭におきながら ，以下では学園都市内部における

交通状況とその問題点を明らかにしていきたい。なお，学園都市内部と周辺地域の概念

図である第一図を参照されたい 。

（ｉ）域内の路線バス

（１２１）
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第一図　筑波研究学園都市概要図

▲筑波山

高工圭ルギー
物理字研究所　・

Ｎ

東
大
通
り

住
整

出所「筑波研究学園都市ＣＡＴＶ有線テレヒンヨ！放送施設，研究学口都市コミュニティケープルサーピス」 ，

　裏表紙 。

　学園都市に関連する路線バスの運行経路と運行回数は次の表のようにな っている 。

　表２～４を通覧して判ることは，東日本旅客鉄道の「荒川沖」と「土浦駅」から
，

「つくぱセソター」や「筑波大学中央」までの路線バスの運行回数がかなり多いという

ことである 。このことは，この路線バスに対する杜会的需要が多いということの反映で

もある 。

　だかこのことは，学園都市においては，都市構造的にみて次のような問題が内在して

いることを示唆している。つまり域外との杜会的な関係において，東夙都，あるいはそ

の周辺地域，もっと端的にいえぱ，土浦市との関係が相当深いという基本的性格が，路

線バスの運行回数の多さに表れているとみて良いであろう 。それと同時に，学園都市が

都市構造として ，あるいは都市機能としてもっ ている内的な矛盾が露呈しているとい っ

ても過言ではない。つまり第一に，筑波学園都市が一つの自立的な再生産構造をもっ て

いないということ ，第二に，この地域内におげる経済的な相互連関性の欠落に規定され

た地域における杜会的な連関が未成熟であると言うことを示している 。

　このことは，筑波学園都市内部における諸地域間の交通関係が相対的に弱いという点

　　　　　　　　　　　　　　　　（１２２）
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第２表　筑波研究学園都市内部における路線バスの運行状況（鉄道駅始発便）

始　発 経　由 終　点 運行回数 逆運行回数

荒川沖駅 つくぱセソター 筑波大学中央
３５ ３０

〃 〃 建築研究所 ７ １３

〃 〃

国土地理院 １ ０

〃

学園竹園 つくぱセンター １ ４

〃 手代木団地 つくぱセ１■ター １４ １３

土　浦　駅 つくばセソター 筑波大学中央
５４ ５０

〃 〃

石　下　駅 ９ １０

〃 〃 筑波北部工業団地 ８ １１

〃 栗　　　原 つくぱセンター ７ ７

牛　久　駅 つくぱセノター 筑波大学中央 ５ ６

〃 谷田部車庫 つくぱ セソター １ ２

〃 つくぱセンター 筑波大学病院 ２ ２

荒川沖駅 手代木団地 １ ２

〃 公害資源研究所 １ １

〃

著渓学園
６ ６

〃 工業技術院 ５ ７

〃 谷　田　部 ８ ６

〃 谷　田　部 高　　　野 １ ２

土　浦　駅 桜ニ ータウン
３４ ３６

牛　久　駅 蚕糸試験場 ２ １

〃 谷田部車庫 ８ ８

第３表　筑波研究学園都市内部におげる

　　路線バスの状況（域内始発便）

第４表　筑波学園都市内部におげる

　　路線バスの状況

逆運行
（逆方向のみ運行）

始　発 終　点 運行回数
回数 始　発 終　点 運行回数

公害資源研究所 つくぱセソター １ ０

筑波大学中央 つくぱセノター １

学園竹園 建設研究所 ２ １

手代木団地 牛　久　駅 １

谷田部車庫 筑波大学中央 ３ ２

筑波大学病院 谷田部車庫 １

林業試験場 筑波大学中央 １ ０

筑波大学病院
守

１ ０
上記三つの表は，関東鉄道（株）自動車管理内

〃
部資料により ，杉野が作製した 。

〃 つくばセンター １ １

つくばセソター 石　　下　　駅 ８ ５

〃 建築研究所 ２ ２

〃 谷田部町役場 ５ ５

谷　田　部 高　　　　野 １ ０

（逆方向のみ運行）

（１２３）
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にも表れている 。つまり ，地域内部における路線パスの運行回数が極めて限定されてい

るというのがそれである 。

　具体的にいえぱ，学園都市の中では，鉄道各駅から東大通りや西大通りを経由して ，

筑波大学中央あるいは筑波大学病院に至る路線では運行回数が非常に多い。いわぱ，こ

の地区における路線バスは学園都市における「幹線」的な役割を果たしているのである 。

このことは，学園都市におげる研究およぴ教育諸機能（筑波大学，図書館情毅短期大学をは

じめ多くの研究所がその典型）および商業的機能（西武，ジャスコ などがその典型），あるいは

住宅等の諸機能（竹園団地はその典型）がこの二つの大通りによっ て挾まれている地域 ，

およびその周辺地域に集中しているという地域の杜会経済的な配置状況を反映したもの

である 。この交通関係の中には松代地区にある手代木団地も含まれる 。

　しかしながら，すべての研究所がこの「幹線」に連結している状況で立地しているわ

けではたい。例えぱ，谷田部町におげる八幡台地区の国立予防衛生研究所や国立衛生試

験場，あるいは「大わし」地区の蚕糸試験場，熱帯農業研究センター あるいは藤本地

区の農林水産省果樹試験場なとをはじめ，観音台地区，高野台地区の各研究機関，また

茎崎町における池の台地区，松の里地区の諸研究所や研究セソター さらには大穂町に

おける上原地区の高エネルギ ー物理学研究所は，この「幹線」から全く離れた場所に立

地しているのである 。

　このことは，計画的な土地利用と私的資本主義的土地所有との矛盾を反映したもので

あるが，その矛盾した配置状況が交通体系の矛盾関係としても表れているのである。そ

の結果，大量的輸送手段を用いた公共的交通機関の利用が困難となり ，個別的な交通形

態である自家用車の利用に頼らざるを得なくなるのである 。

　なお，土浦駅から桜 ニュータウンに至る路線バスの運行回数が多いのが，この地域交

通体系における一つの特徴とな っている 。しかしながら６これは学園都市との関連より

も， 土浦市の外延的な発展，つまり土浦市域における住宅地域の拡張形態と見傲したほ

うが適切であろう 。

　（ｉｉ）タクシーの状況

　学園都市域に営業所をもっ ているタクシー 会杜は全部で５杜である 。学園タクシー

土浦タクシー 松見タクシー 大和タクシー 新輿タクシー がそれらであるが，この中

には本杜が土浦市にある会杜もある 。これらの５杜が保有するタクシー の総台数は１００

台であり ，一杜あたりのタクシー の平均保有台数は２０台，一営業所あたりの最高保有台

（１２４）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
数は大和タクシー の２７台で，最も少ない営業所は８台である 。ただし ，平均２０台という

のは学園都市における営業所の保有台数であるから，地域におけるタクシー 会杜の規模

として把握することは出来ない。つまり ，営業所のタクシー 保有台数は少なくても ，本

杜からの援用が可能なので，実際に地域内で可能なタクシーの稼働台数ではないからで

ある 。

　もっとも ，各タクシー 会杜が学園都市において ，それなりの営業をしているというこ

とは，それだけの交通需要があるということを示しており ，その需要の主要内容がどの

ようたものであるかということが問題となる 。

　この点については，実態調査をしていないが，学園都市の交通体系，すなわち路線バ

スの運行を補完する役割を果たすものだと推測される 。具体的には第一に，学園都市内

における諸地域間を取り結ぶ役割，とりわけ「つくばセンター」や「筑波大学中央」な

どのバス ・ターミナルから地域内の諸地区への交通需要を満たすという役割である 。

　第二に，「特別の事情」（例えぱ，時間が無いなどの事情）によっ て， 地域内の諸地区から ，

「つくぼセノター」などの中間ターミナルで乗り換えせず，土浦駅や荒川沖駅へと急ぐ

場合の需要に対応する役割を果たすものである 。

　だが，「幹線」を除いては地域内における路線バスの運行回数が少ないという状況を

反映して ，地域住民の自家用車の保有が多くなることに伴い，タクシー に対する需要は

減少していくことも予想される 。

　　１）　 タクシーの保有台数については，各営業所よりのキキトリによる 。昭和６３年６月３日現在 。

　帥　自家用車の保有状況

　学園都市域に関連する町村の自家用車の保有状況は，最近の３年間をみた場合，次の

ようにな っている 。

　第５表から第一に判ることは，牛久，荒川沖，土浦の各鉄道駅に近い町村では自家用

車の保有率が低いということである 。これは，鉄道からの大量輸送機関である路線バス

の運行回数が多いということとも照応している 。とりわけ，桜村での保有率が小さいと

いうことは，桜 ニュータウンや竹園地区，並木地区における集合的な居住彩態（アパー

ト形式）に対応した路線パスの運行回数の多さが反映していると見散しても良いであろ

う。

　第二に，それとは逆に，筑波町，大穂町，豊里町については，路線バスの少なさが自

家用車の保有率を高めているとい っても間違いではあるまい 。

（１２５）
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第５表　筑波研究学園都市関連地域における乗用車の保有状況

１００世帯あたり保有台数 総保有台数 同増加率

地　　域 ５９年３月 ６０年３月 ６１年３月 ６１年３月末 ６１／５６年

桜　　　　村 ５６ ．８ ５９ ．８ ６４ ．５ ９， ９１１台 ６３ ．８

谷　田　部町 ８０ ．７ ８７ ．１ ８７ ．０ １０ ，５７０ ４３ ．２

筑　　波　　町 １１６ ．７ １１９ ．７ １２３ ．９ ６， ９５１ ２２ ．６

大　　穂　　町 １１７ ．４ １２２ ．７ １２２ ．１ ４， ３７４ ３６ ．５

豊　　里　　町 １２５ ．７ １２５ ．４ １２５ ．２ ３， ６５６ ２７ ．１

茎　　崎　　町 ７２ ．２ ７６ ．７ ８０ ．９ ４， ８７６ ７８ ．５

※［週刊東洋経済』臨時増刊，［地域経済総覧」 ，各年版 。

　第三に，乗用車の保有率の動向についてみると ，路線バスの運行回数が少ない地域で

は停滞気味であるのに対して ，桜村と茎崎町では，その上昇率が極めて大きいという現

象か表れている 。このことは，学園都市の発展に伴う新しい居住人口の増大と学園都市

における都市機能の不十分さ ，とりわけ交通機能の不十分さによっ て， 漸次的ではある

が， 自家用車の必要性が高まっ てきていることを示している 。

　その結果，学園地区における自家用車保有率の高さは，学園都市の一つの特徴（自動

車のまち）となり ，次のように記されるまでにな っている 。

　　　ｒ研究学園都市は，安全な歩行者専用道路で自由な日常生活ができる反面，都心や遠方の地域

　へは，広い計画的な道路網によっ て， 白動車利用の生活が活発になされています 。

　　 この都市の特徴は自動車所有率が高いことで，学園地区の１，Ｏ００人当りの自動車所有台数は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
　２５７台で ，東凧都の倍近く ，アメリカの約半分ということになります。」

　１）『明日をみつめる国際頭脳都市』 ，筑波新都市開発（株） ，１９８５，３８へ 一ソ 。

　　　　なお，２５７台という数字の出所は「日産自動車 ヒヤリング」とされている 。

　蝪　道路整備状況

　自動車は道路の整備とあいまって，その機能を十分に発揮できる交通手段である 。そ

こで，つくぱ市の道路体系とその整備状況がどうな っているかが問題となる 。まず，道

路体系の実情を示したのが次の文章である 。

　　　「本市の道路体系は，南部を走る常磐自動車道，北部を横断する国道１２５号，中央を縦断する

　国道４０８号の広域幹線を軸に県道である土浦野田線，土浦境線，谷田部明野線，土浦筑波線，土
　　　　　　　　　　　　　１）
　浦岩井線等から構成されている 。」

　また道路の整備状況については，次の第６表がその実態を示している 。

　この表から判ることは，県道については，比較的にみて土浦市や常磐線に近い谷田部 ，

（１２６）
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第６表つくぽ市におげる県道の整傭状況（昭和６１年４月１日現在）

県道部分
実延長（ｍ） 改良済延長（ｍ） 舗装済延長（ｍ） 改良率％ 舗装率％

Ａ Ｂ Ｃ Ｂ／Ａ Ｃ／Ａ

筑　　　　波 ６０ ，１８０ ２９ ，９５４ ５７ ，６５１ ４９ ．７ ９５ ．７

大　　　　穂 ２５ ，１１０ １１ ，００４ ２４ ，７９５ ４３ ．８ ９８ ．７

豊　　　　里 ２６ ，５７６ １９ ，２３７ ２６ ，５７６ ７２ ．４ １００

谷　田　部 ８２ ，２３４ ５８ ，９７７ ８０ ，３０９ ７１ ．７ ９７ ．７

桜 ４６ ，７７３ ３７ ，７４３ ４６ ，５５９ ８０ ．７ ９９ ．５

計 ２４０ ，８７３ １５６ ，９１５ ２３５ ，８９０ ６５ ．１ ９７ １９

茨　城　　県 ３， ３３２ ，４８９ ２， １４０ ，０２４ ３， １５６ ，１９５ ６４ ．２ ９４ ．７

県道部分
実延長（ｍ） 改良済延長（ｍ） 舗装済延長（ｍ） 改艮率％ 舗装率％

Ａ Ｂ Ｃ Ｂ／Ａ Ｃ／Ａ

筑　　　波 ７４８ ，４８２ １７１ ，５５７ ３３８ ，４３８ ２２ ．９ ４５ ．２

大　　　　穂 ４２１ ，０５６ １４３ ，３１３ ２３８ ，１１６ ３４ ．Ｏ ５７ ．６

豊　　　　里 ４６４ ，０３７ ５２ ，６７９ １８８ ，９５７ １１ ．４ ４０ ．７

谷　田　部 ８８０ ，８２２ １４４ ，４１４ ５３９ ，９６１ １６ ．４ ６１ ．３

桜 ４０３ ，９１４ １８４ ，７０９ ２５８ ，２３６ ４５ ．７ ６３ ．９

計 ２， ９１８ ，３２１ ６９６ ，６７２ １， ５６３ ，７０８ ２３ ．９ ５３ ．６

茨　城　県 ５４ ，９２４ ，２６６ １Ｏ ，６０２ ，６２７ ２０ ，５４０ ，６７７ １９ ．３ ３７ ．４

※原資料 ：土浦土木事務所［つくぱ市建設計画書』 ，前出 ，１４べ 一ジ 。

桜地区については道路の改良率が高く ，それなりに自動車の通行条件が良くな っている

か， 筑波，大穂地区については改良か十分でなく ，なお農道のような状態にある道が半

分以上を占めている（昭和６１年４月現在）。 このことは，学園都市が「つくぼ市」のどこ

に位置しているかということに関連して ，道路の改良が進められて来たという歴史的な

経過を反映したものであろう 。また舗装率については，県道の場合にはいずれも９５％以

上に達しているので，その他の地域の状況と比較して問題は少ないと言えよう 。

　次に市道の場合であるが，茨城県全体の平均よりも改良率が高いとはいえ，県道と比

較してみると ，その率は極めて低く ，学園都市の主要部分が位置している桜地区でさえ

も５０％に達していない。舗装率にしても ，土浦市や常磐線に近い谷田部や桜地区に較へ

て， 豊里，筑波，大穂地区はなお不十分である 。

　しかしながら，同一県内にあ っては，ある特定の地域の道路だけを集中して整備する

という政策をとるわげにはゆかない。かりに重点的に整備するとしても ，それには一定

の限界がある 。このようにみてくると ，茨城県全体との比較において，県道，市道とも

に， その改良率，舗装率という点では先進的な位置にあるとい って良かろう 。

（１２７）
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　もっとも茨城県の平均と比較するという視点を変えて，国家的な事業としての研究学

園都市の建設という「国民的必要」の視点からみるならば，なお道路の整備については

不十分であるということ ，とりわけ県道の舗装率において筑波，大穂地区のそれは著し

く劣 っていると言わなけれぱならないであろう 。

　１）　［つくぱ市建設計画書』 ，つくぱ市及び筑波町合併協議会，昭和６３年１月 ，１４べ 一ジ 。

　（Ｖ）幹線街路

　学園都市における中心部の道路網については，次のような状況とな っている 。

　　　「研究教育機関と中心市街地，居住地区，周辺市街地を相互に連絡し，国道６号線及ぴ国道

　１２５号線に結ぶため，南北方向に３路線（学園東大通り線，学園西大通り線，牛久学園線），東

　西方向に５路線 「土浦学園線，学園南大通り線，学園中央通り線，学園北大通り線，学園平塚

　線）の計８路線，延長５７キ ロメートルの都市計画街路が整備されている 。なかでも ，中心市街地

　の周辺では，歩道，自転卓道のほか広い植樹帯を確保し，歩車道の完全分離を図るとともに車道

　を宅地面より低くして交通公害を少なくし，さらに歩行者専用道路との立体交差を容易にしてい
　　１）

　る 。」

　新しい学園都市の建設が国家的プ ロジ ェクトとして展開されただげに，学園都市の中

心部はこの引用文のように整備されている。とりわげ，学園中央通りは歩行者専用道路

としての機能を十分に発揮する可能性をもっ ているし，「大通り」も幅員および舗装の

点でも問題はない。幅員については，交差点で逆方向に進入する可能性があるほどの規

模であるが，交通標識が十分には整備されていない状況にある 。また，歩道についても ，

夜間の照明が未だ十分ではない 。

　１）　［筑波研究学園都市」 ，茨城県，前出，４ぺ 一ジ 。

　吊）駐車場の概況

　モータリゼ ーショソに対応したアメリカ型の都市（典型は Ｐサンゼルス）の建設の場合 ，

交通手段としては自動車と道路だげでなく ，駐車場か重要な交通手段の一つとなる 。学

園都市の建設に際して，主要な諸機関の地域的あるいは地区的配置がアメリカ型の様式

を導入したことと関連して，この学園都市における交通手段として，どれほどの駐車場

が都心部に建設されているかということが核心的な問題の一つとなる 。

　従来，日本の田園地域においては，自家用車などの個別的な駐車場に関しては，田園

地域における空間の余裕を利用しながら個別に解決されてきた。だが，都心部において

（１２８）
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は， その行政的，径済的，杜会的，文化的な諸機能が集中しているだけに，駐車場も杜

会的な規模で，つまり ，これらの諸施設の利用が地域住民をはじめ，杜会的な形態で利

用できるような規模での駐車場が必要となる 。単純な事例を挙げれぼ，大規模な小売店

などについては，その利用客が乗 ってくる乗用車を完全に収容できる規模の駐車場が必

要となるということである 。この学園都市の中心部における必要駐車場の主要台数は４
　　　　　　　　　　　１）
千数百台といわれている 。

　事実，つくばセ１／タービルやクレ才（西武百貨店筑波店やジャスコ 筑波店が入居している）

の周辺地域には，数多くの広い駐車場があり ，あたかもロサンゼルス近郊のショッ ピン

グセンター のような雰囲気である 。〔第二図を参照されたい。〕西武百貨店では「１ ，３２０台

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２〕収容の駐車場を完備しています。周辺地区を含んだ場合２，ＯＯＯ台の駐車ができます 。」

という案内をしている 。

　また学園都市の周辺地区では私的な有料駐車場が設置されているが，大型 ショッ ピン

グセンター が学園の中心部に進出してきたため，営業不振に陥 っているという状況もあ

る。

　現在，学園都市における主な駐車場の収容能力および建設状況は以下のようなもので

ある 。

（イ）つくぼセンター： 平面駐車場　２，２００台

　　　　　　　　　　地下駐車場　　　７０台

　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
　（口）立体駐車場 ：（建設着手）１ ，０００台

　　　　　　　　　　　　　　　４）
　り　キなスーパー の駐車可能台数

　　　 ・ダイエー 筑波学園店（約８００台）　　　 ・マルトスーパー 竹園店（約５０台）

　　　 。カスミストアー 学園店（３００台）　　　 。やまうちストアー 学園店（４３台）

　　　 。京成 ストアー 筑波店（１ＯＯ台）

　（二）公共駐車場 ：建設計画に予定されている 。

　都心部および周辺地区における大型店舗の進出と駐車場の整備が，筑波学園都市の空

問的構造に規定されたものであり ，かつ交通体系もそれに対応する形態で形成されてい

ることが理解できるであろう 。

　だが，問題は次の点にある 。モータリゼ ーション 化された新しい都市の建設とそれに

対応する大規模駐車場の必要性は，地域経済という視点的からみて ，新しい問題を惹起

させることになる 。すなわち，この駐車場の地代がどのような地域経済的な関連をもっ

ているのか，具体的には，この地代部分が地域市場における販売価格に転嫁されている

（１２９）
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のかどうかという問題である 。この問題については，駐卓場が無料かどうかという点の

分析，あるいは公共駐卓場が果たす地域経済的な役割についても一定の考察を必要とす

るであろう 。しかしたがら，この駐車場の経済的な分析は別の機会に譲ることにした 。

　１）つくぱ市役所での聞き取りによる 。１９８８年３月
。

　２）　パンフレット丁西武百貨店（店内のご案内）」による 。

　３）駐車可能台数にかんする数字は，「日刊建設通信」（１９８７年１２月２４日号）および［会杜案内』

　　　　　　　　　　　　　　　（１３０）
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　　（筑波新都市開発株式会杜）による 。

４）各店舗の収容可能台数については，直接聞き取りによる 。（８８年６月４日）

　冊　筑波大学構内における交通事情

　筑波研究学園都市における学術および教育の中心的機能を果している機関の一つが筑

波大学である 。このことは，交通体系としても ，バス路線の始発 ・終点として「筑波大

学中央」が位置づけられていることからも明らかである 。しかしながら，筑波大学の敷

地自体が筑波地区で２４６万平方米もあるので，大学内の交通も問題となる 。筑波大学と

しては，「交通 ・サ ービス」用地として１５万平方米を使用しており ，そのうち駐車場は
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
約３０箇所で，収容可能台数は４，ＯＯＯ台とな っている 。

　また大学内部では，午前８時３０分頃から午後６時まで無料のＣＡＭＰＵＳ　ＢＵＳを運行

させており ，その運行回数は「外廻り」および「内廻り」共に，１時間に４便とな って

いる 。

　１）筑波大学管財課よりの聞き取りによる 。昭和６３年６月６日 。

第四節　筑波研究学園都市をめぐる交通整備計画

　昭和６３年１月に策定された『つくば市建設計画』では，交通計画について次のように

述べている 。

　　　「本市のバス路線は，民間の３杜により７４路線が運行されている 。しかし ，研究学園地区と土

　浦市等を結ぶ路線に片寄っているため，研究学園地区と既存市街地間のバス路線の整備 ・拡充が

　課題とな っている 。

　　また，現在建設計画が進められている常磐新線については本市の発展にとっ て重要件が高いの

　で，早期実現を積極的に促進する必要がある 。

　　一方，昭和６２年３月に廃止された筑波鉄道筑波線については，関係機関と協議のうえ積極的に
　　　　　　　　　　　１）
　復活に努める必要がある 。」

　上記の引用文からも判るように，筑波学園都市をめぐる交通整備の計画としては，東

京からの交通体系の問題と ，学園都市内部および周辺地域との交通体系整備問題とがあ

る。 前者の問題としては，「常磐新線」の問題があり ，土浦市との問の交通手段として

は「筑波鉄道筑波線」の問題がある 。また域内交通体系の問題としては自動車道の整備

拡充や駐車場の整備問題がある 。以下では，そうした交通体系上の実情を明らかにする

と同時に，それらが当面する問題点について若干の指摘しておきたい 。

（１３１）
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１）つくば市建設計画」，前出，１４べ 一ジ 。

　（ｉ）常磐新線

　常磐新線とは，「首都圏最後の幹線」と呼ばれ，「同線は計画では東京から浅草を経て ，

東北部の埼玉，千葉両県を通り ，茨城県筑波研究学園都市に至る全長五十八キ ロの新

線」であり ，「沿線人口が急増し ，いずれバ１■クすることが目に見えている常磐線の混

雑緩和と ，首都圏の宅地供給を狙いに，国鉄時代から『建設』を前提とする話し合いが
　　　　　　１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
続げられてきた」もので，昭和６０年に運輸政策審議会で提言されたものである 。

　そして昭和６２年６月に策定された『第四次全国総合開発計画』の中では，「通勤等の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
交通利便性の向上を図るため，常磐新線等都市高速鉄道網の整備を進める」として国家

計画に折り込まれることにな ったのである 。

　だが，この常磐新線の建設については，次のような問題が指摘されている 。

　　「土地取得費の大幅ア ヅフで総事業費は三年前の試算の１５倍，七千億円に膨らみ，整備新幹

　線の東北ルート（盛岡市一青森）建設費を軽く上回 ったことなどで，経営主体に予定されている
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
　ＪＲ東日本が［採算べ 一スにのらない』として，頑として首をタテに振らない」

　このような鉄道予定地の価格急騰と鉄道建設の問題は，かつて筑豊電鉄が直方市から

福岡市までの道敷設計画を断念したことなど，多くの事例がある 。つまり ，鉄道をはじ

め， 交通手段の建設は単に交通諸資本間だけの問題ではなく ，土地所有者はもとより ，

土地資本や建設資本，あるいは農業生産者をはじめ，勤労市民の生活と権利に直接かか

わる問題として政治 ・経済的に展開されるのである 。

　「常磐新線では，土地でもうけようとは思わない。土地取得は県や公杜が受け持ち ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
われわれは建設面で適正利潤を得るだけでいい」という江戸英雄三井不動産相談役の発
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
言や，「常磐新線の沿線には四千ヘクタールの宅地を見込める」という竹内茨城県知事

の発言も鉄道建設に関わって ，それなりの利害関係が渦巻いている 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
　運輸省の「宅地開発で乗客が増えれぱ，鉄道事業の採算はとれる」という発言も ，論

理としては成立するし，関係する地方公共団体がＪＲ東目本と第三セクター を設立しよ

　　　　　　　　８）
うとする動きもある 。

　このような発言は，その背後にある政治的 ・経済的な諸関係が表現されている 。鉄道

の建設が，国家権力をも動員する形態で展開され，過剰資本の処理と合わせて ，独占資

本の強蓄積（国家収奪）がなされようとする状況の中では，常磐新線の建設がどう具体

的に展開するかは，もはや推測することが困難である 。問題の本質は，地域計画の一環

（１３２）
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としての交通計画が杜会的性格をもっ ているのに対して ，現代の日本杜会が私的資本主

義的な所有関係を根底とした経済構造をもっ ているという矛盾なのである 。利益追求主

義に立脚した常磐新線の建設方式ではなく ，地域的な，さらには国民的な民主主義とい

う基本原則に立脚しながら ，杜会的必要性の原則から新線の建設計画の策定とその実現

が図られるべきであろう 。

　１）　『Ａｅｒａ』

，朝日新聞杜，Ｎｏ・
３．

１９８８年６月７日号 ，２７べ 一ジ 。

　２）　『朝日新聞』 ，１９８８年５月１日号付
。

　３）『第四次全国総合開発計画』 ，国土庁，昭和６２年６月 ，１０８べ 一ジ 。

　４）　『Ａｅｒａ』
，前出 ，２７ぺ 一一 ジ。

　５）　『朝日新聞』 ，１９８８年５月１日号付
。

　６）同上 。

　７）　同上 。

　８）　同上 。

　（ｉｉ）筑波鉄道筑波線と土浦 ・つくぼ連絡路線の軌道化

　筑波鉄道筑波線は，土浦と岩瀬間，４０．１キ ロを結ぶ軌道として明治４５年に設立された
。

この鉄道は，いわば東京の郊外鉄道として ，筑波山の登山客を見込むと同時に，土浦方

面から水戸線（岩瀬）を経由して東北本線の小山に連絡する役割をにな った路線であ っ

た。

　昭和６２年３月に廃止にな ったが，その最終段階においては，一日に２１本の運行がなさ

れていた。もっとも２１本のうち２本は早朝に真壁から岩瀬問だけを運行するものであり
，

また６本は土浦から真壁行きであ ったから ，土浦と岩瀬間の直通は１３本であ った。「上

り」は，ほぽこの逆で，午後８時以降に真壁から岩瀬に至る２本を含めて ，やはり２１本
　　　　　　　　　１）
の運行がなされていた 。

　ここでの問題は，この筑波鉄道筑波線を復活させようとする「つくぼ市」の交通計画

であるが，この路線が廃止にな った原因をまず検討する必要があろう 。つまり ，現時点

でその原因カミ解消したのかどうかという点検をする必要がある 。すでに，土浦から筑波

までは関東鉄道の跨線バス が運行しており ，採算的にみて ，あるいは関東鉄道との関連

を念頭におかねぼならない。また，筑波から岩瀬の間における乗車率の問題，つくぼ市

域の東端を走る交通路線としての重要性の軽重問題なども含めて検討する必要がある
。

たとえ第三セクター 方式を採用するにしても残された問題は余りにも多い。つまり ，い

かに地域住民の交通需要があるからとい っても ，資本主義的経営を前提とする私的交通

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１３３）
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機関にとっ ては採算の見通しが，その運営の基礎にある問題だからである 。

　この筑波線の復活問題と同じく ，現在の土浦から万博跡地までの路線を軌道化しよう

という問題がある 。この路線は筑波研究学園都市の将来的な発展を見込むと同時に，昭

和６０年３月から開催された国際科学技術博覧会（科学万博つくは）の見学者を運ぶ大旦輸

送機関として ，土浦駅東 口から博覧会会場までのルートが設定されたものである 。実質

的には，土浦駅東 口から ，鉄道および土浦の市街地をパスするものとして高架施設が土

浦市田中まで建設されて ，現在でもその施設が残されている 。なお，博覧会開催中は ，

この高架施設および筑波学園通り ・エキスポ大通りというルートを二輌連結のバス が運

行していたが，昭和６２年には廃止してしまっ た。 また，筑波大学周辺の交差点でもカー

ブの難点を克服するために，高架施設が一時的に建設されていたが，これも連結バスの

廃止と同時に撤去されている 。

　その原因を端的にあらわせぱ，科学万博が終った後，仮に鉄道を敷設した場合，土浦

市（駅）から「つくぱ」までの利用客がどれだけあるかという点である 。たしかにこの

区間の利用客はバスの運行回数からも推測されるように相当数に登っている 。だが，軌

道の敷設費用およぴ車輌の新規購入費などを含めて計算してみた場合，果たして採算か

とれるのかどうかという問題である 。特に勘案しなけれぱならないのは，既に関東鉄道

（株）によって路線バスが運行している現時点において，新たに軌道を敷設するだけの経

済的利点がどれだけあるかという点の検討が必要なのである 。

　もっとも ，筑波研究学園都市が今後急速に発展していけぱ，交通需要という点では問

題が解消し，かつ土浦駅東 口から土浦市田中まで既に建設されている高架施設を有効に

利用するという利点はある 。さらには，常磐新線が筑波まで建設された場合には，鉄道

でのホームからホームというメリットは確かにある 。だが，土浦へは既に常磐線がある

ので，この乗り換え メリツトがどこまであるかは疑問とすべきであろう 。さらに，鉄道

を走らせた場合の騒音などについては十分に対応する必要があるだろうし ，現時点にお

いても ，この高架施設が土浦市にとっ ては「街の美観」を著しく損な っているという事

態も十分に考慮しなけれぱならないであろう 。

　　１）　『時刻表』 ，日本交通公杜，１９８７年３月号 ，６５べ 一ジ 。

帥　研究学園都市域におけるバス交通計画および道路整備計画

　筑波研究学園都市におけるバス路線とその運行回数がもっている問題点については既

に言及してきた通りである 。地域および各地区による交通需要がバス路線の設定や路線

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１３４）
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バスの運行回数を規定している点では，資本主義経済下におげる個別資本の運動から考

えて当然のことである 。公共的な交通機関は，地域における交通需要の増加と大量輸送

が可能な限りにおいてもっとも効率性を発揮できるものだからである
。

　問題は公共的な交通機関であるバス が， 私的資本のもとに運営されているという矛盾

である 。従 って ，採算を割るような交通需要のもとでは，つまり赤字路線となるような

状況のもとでは，補助金などの特別な事由がない限り ，私的資本によるバス路線の開設

や運行はありえないのである 。

　交通機関がなく ，交通事情が悪い地区の要望に対応するために，あえて赤字路線バス

を運行させるとなれば，地方公共団体によっ て慈善的なバス運行を試みるか，私的バス

資本に対して赤字補填の補助金を出すしかない。しかし，いずれにせよ地方公共団体の

財政事情を悪化させる結果に終わることになる
。

　道路の整備計画にしても ，つくば市全体を見れぼ，茨城県全体の平均よりも道路改良

率および舗装率では高いという状況にあ った。しかし，学園都市を中心とした地区およ

び鉄道沿線に近い地区では道路事情がほぽ満足できる状況にあるのに対して ，つくぽ市

の北部や鉄道沿線から遠い地区においては道路改良も ，また舗装率においてもまだ不十

分であるという不均衡があ った。これは道路需要の量的な差異に基づくものであるとは

いえ，なお早急に改善すべき問題である 。

　だが，これも路線バス問題と同様に，県道にしても市道にしても ，その整備のために

は相当の財政支出がなけれぼならず，この財政力量との関連で道路整備も地区的にみて

重点的な施策がなされねぼならない状況にある 。

　地域住民の「交通権」という問題があるにしても ，限られた財政力量の中ではｒ効率

性の原理」が貫徹せざるをえない状況にあるのである 。既存の道路を補修する経費も膨

大になると予想される現段階において ，緊急に要請される道路の舗装はともかくとして
，

新しく道路を建設し ，かつ道路の改良をしていくだけの財政的な力量がどこまであるか

が問題なのである 。

第五節　一応の結語

　四全総の中で，東京圏の一極集中の是正と多極分散型の国土形成が言厘われ，公官庁お

よび諸国家機関の地方分散が問題にな ってきている 。その先駆的な状況が，いわぱ筑波

研究学園都市の建設であ った。さらに，この四全総では，この地域に立地した諸研究機

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１３５）
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関相互の共同化 ・交流化が課題となり ，より高い次元での研究都市の発展方向として ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
「筑波研究学園都市については，研究交流機能等の拡充を推進する 。」と位置づけられて

いるのである 。

　東京圏に立地している諸公官庁および各種研究機関のうち，いずれが筑波研究学園都

市に移転するかは，なお未確定であるが，少なくとも若干の諸機関が移転することにな

合であろう 。それにも増して重要なのは，これらの研究機関の集中による新しい機能が

生まれてきていることである 。具体的には，先に示したように四全総で「研究交流機能

等の拡充」という都市機能であり ，現実にも研究開発指向型の中堅企業８杜が共同で設

立した共同研究機構である「筑波 コソソーシアム」によっ て， 「筑波研究 フォーラム」

という研究交流が進められている 。

　さらに，筑波西部工業団地（約８０万平方米）に立地した民間１５杜および筑波北部工業団

地（約１００万平方米）に進出が確定している１７杜などが本格的な操業（研究）を開始するに

至れぱ，単に国家的研究機関のみならず，民間をも包摂した共同研究の推進や研究交流

は飛躍的に伸展するであろう 。

　それに伴 って ，これらの研究 ・教育関連の諸機関に従事する人口が増大し ，地域に居

住する人口も増大してくる 。また研究関連素材や生活関連物質の地域内への移入に伴 っ

て， これらの業務に関連する人口や生活物資の地域内供給やサ ービ刈こ関連する人口も

増大してくる 。これらの人口および物質的財貨の地域的集中は，東京圏における独自の

役割を担うことにもなり ，必然的に東京都内との交通関連や地域内における交通 ・運輸

需要を著しく増大させていくことになろう 。

　こうした将来動向を推測しながら，地域における交通計画も策定されなけれぱならた

いが，すでに「現在の常磐線の輸送を分担し ，混雑の緩和を図るもので，昭和７５年まで

に東京駅と学園都市を結ぶ路線の建設が計画されており ，県（茨城県一杉野）としてはさ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
らに将来は水戸まで延ぱすことを検討している 。」状況や「北関東横断道路の一つ内側

を通り ，横浜市と千葉県木更津を結ぶ環状道路で，茨城県では筑波研究学園都市付近で

　　　　　　　　　　　３）
常磐自動車道とも交わる」という北関東中央自動車道路の建設計画も策定されている 。

　また茨城県が昭和６２年に発表した「二十」世紀へ向けての茨城」の中で展開されてい

るｒ茨城テクノリンケージ構想」では，ｒ筑波研究学園都市の研究開発機能の集積や水

戸・ 目立 ・鹿島の産業技術，さらには東海 ・大洗 ・那珂の原子力機能などの高度な技術

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
が相互に結びつき ，県内さらには国内の産業発展を図ろう」とする動きもある 。

　このように見てくると ，筑波研究学園都市をめぐる交通体系としてはかなり充実した

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１３６）
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ものになる計画が策定されていることが判る 。それにも関わらず，交通体系の整備 ・拡

充に直接関連のある交通諸資本，土地所有，建設資本をはじめ，筑波学園都市内の諸研

究・ 教育機関，民間の産業資本（諸研究所），あるいは地域住民，さらには国家財政や地

方公共団体の問題と関わ って ，学園都市の交通整備　拡充計画は政治的にも ，また経済

的にも多くの問題を抱えている 。

　種 々の交通機関および交通手段の建設については，その杜会的性格と私的資本との矛

盾関係があるとはいえ，現段階においては，これらの建設は杜会的に必要であり ，かつ

その建設にあた っては，民主的な計画と民主的な建設がなされなけれぼならない 。

　東京からのアクセスにしても ，地上権（高地価）の問題を避けるとすれぼ，地下鉄道

の建設を検討する必要があるし ，学園都市内部における交通体系にしても ，地区別の交

道需要をどう把握して ，これを調整するかという問題がある 。また交通需要に対応する

だけでなく ，先行投資的な宅地開発を睨んだ交通基盤づくりも検討しなけれぼならない
。

　いずれにせよ ，交通体系の整備にかかわ っては，技術的な問題よりも ，政治 ・経済的

な問題の解決が重要にな ってきているのである 。政治的には，官庁諸機構間の調整，さ

らには選挙と利権に関わる問題の民主的な解決が必要であるし ，経済的には何とい って

も， 建設費の調達が問題であろう 。この経済的な問題の解決は，個別資本による投資の

限界を越えており ，第三セクター 方式の導入なども検討されてきている 。

　もっとも ，筑波研究学園都市の建設が国家事業としてなされてきたという歴史的経過

をふまえるならぼ，その建設途上にある現時点においては交通諸手段の建設およびその

運営に際して ，国家補助を要求することも可能である 。この要求は，新しい都市づくり

に対する必要性から生じている以上，つくぼ市民の「交通権」のみならず，国民的な要

求として位置づげることも可能ではない。だが，異常なほどに膨大化していく軍備費を

補うために大幅な税収増を政策化している政府のもとでは，この要求がどこまで実現す

るかは予断を許さないところである 。

　個別地域の交通問題といえども ，国家独占資本主義の段階にあ っては，交通の公共的

性格と土地所有の私的資本主義的形態との矛盾，および交通の公共的性格と交通経営の

私的資本主義的形態との矛盾の反映である 。従 って ，その根本的な解決策は，都市計画

としての交通計画の策定という技術的な範囲内においては勿論のこと ，単に当該地域に

おける政治的 ・経済的な問題という枠組みの中では一定の限界をもつことになる 。個別

地域における交通問題は，これを地域住民の「交通権」の問題としてのみ把握するので

はなく ，国民的な「交通権」の問題として ，すなわち国政に関わる問題として民主的な
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１３８ 立命館経済学（第３７巻 ・第１号）

解決方法が求められているのである 。

　１）　丁第四次全国総合開発計画」 ，前出 ，１０７ぺ 一ジ 。

　２）　丁首都圏再開発プ ロジエクト総覧』 ，重化学工業通信杜，昭和６２年２７９べ 一ジ 。

　３）　同上 。

　４）高橋伸夫「首都圏の再構築と茨城の役割」，『ニュー 茨城』 ，常陽産業開発センター 昭和６２

　　　年，９べ 一ジ 。

（１３８）




